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研究成果の概要（和文）：日本企業は、創造的模倣が得意だと言われる。日本で発達した学び方が、「まずはや
ってみる」という実践ベースの模倣に根ざしたものであり、集団で倣い合うという相互に学習する知恵を有して
いるからだ。このような学び方を活用している最たる団体がNPS研究会である。これはトヨタ生産方式を源流と
するモノづくりの思想と技術をさまざまな業種にも広めることによって日本の製造業を支えようとする団体であ
る。その特徴は、(1)競合しない人たちを集める、(2)理念を共有し共通語を用いる、(3)互いに学び合う場作り
を行う、(4)実践の場を有し責任を持って遂行できるようにする、という４点である。

研究成果の概要（英文）：Japanese businesses have been known to be good at imitation. We believe this
 is so because the method of learning that developed in Japan is rooted in practice based imitation 
expressed by “first, let us try”. A second reason is that the Japanese have cultivated knowledge 
of mutual learning through imitation within groups. In fact, there are organizations and 
associations in Japan which are utilizing this type of learning. A prime example of such an 
association is the NPS (The New Production System) collegium. This collegium’s mission is to 
support Japan’s manufacturing industry by sharing the thought and technology behind Toyota’s 
manufacturing system to various businesses. We get the following when the points of their methods 
are abstracted; (1)Assemble people who are not competitors; (2)Have a shared vision and use a common
 language; (3)Create a space for mutual learning by sharing; (4)Have a place for practice, where 
responsible execution can take place.

研究分野： 経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
学習についての先行研究によれば、日本人は、模範をみせて倣わせるという学び方に長けているとされる。ま
た、日本の多くのプロフェッショナルにおいて、実践共同体的な集団学習が観察されている。しかしながら、異
業種から相互に集団として学び合うという形態は日本独特であるためか、先行研究はほとんど見られない。この
形態は、日本企業の特質を活かしたイノベーションについての知見を得るための糸口となると同時に、イノベー
ション研究の新しいフロンティアを開拓しうる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 一般的に、模倣というのは知性をあまり必要としない稚拙な行為だとされる。しかし、最近
の生物学や脳科学の研究によれば、模倣能力というのは人類だけに与えられた特別な能力だと
言われる。動物は、擬態や刷り込みなどによって形を複写することはできるが、直接観察でき
ない行動や、大局的かつ体系的に観察しなければ再現できないような行動を模倣することはで
きない。人にしかなし得ない知的な模倣（imitation）は、単純な猿真似（ape）とは区別すべ
きである（Shenkar, 2010）。 
 近年、経営学の領域でも、模倣がイノベーションを引き起こす土台となるという点が注目さ
れ始めている。一つには、模倣によって設計なり開発の能力が鍛えられるからである。また一
つには、遠い世界からヒントを得て、既存の要素と新しく結びつけることによってイノベーシ
ョンが引き起こされるからである。トヨタ生産システムがスーパーマーケットの発想をヒント
に生まれたと言う話は、あまりにも有名である（大野, 1978）。 
 模倣対象の「遠さ」は少なくとも３つの種類がある。①地理的な遠さ、②業種としての遠さ、
ならびに③時間的な遠さである（ここでいう、時間的な遠さというのは、過去から倣うという
ことを意味する）。遠ければ遠いほど新しい結合を見いだし、業界を超えたイノベーションを引
き起こすチャンスは広がる。ただし、地域的／業種的／時間的に離れたビジネスの脈絡を読み
取ることは難しいため、模倣は容易ではない。先行研究においても、さまざまな観点からこの
ような模倣の難しさが指摘されている（Csaszar & Siggelkow; 2010Shenkar, 2010; 井上, 
2012）。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、イノベーション研究の一つ視角として、模倣からイノベーションを引き起こすた
めの論理と方法について探求する。具体的には、二つの異なるリサーチから、遠い世界からの
模倣を成功させてイノベーションを引き起こすためのポイントやメカニズムを明らかにする。 
 第一のリサーチは、模倣が容易な製品やサービスではなく、模倣が困難だとされる制度や仕
組みの模倣に成功している事例に注目するものである。具体的には、トヨタ生産システムに注
目し、それがいかに異業種の製造業者によって模倣しうるのかについて検討する。 
 調査対象は、NPS（The New Production System）研究会に所属する会員企業である。この
研究会は、トヨタ生産方式を源流とするモノづくりの思想と技術をさまざまな業種にも広める
ことによって日本の製造業を支えることを使命とする団体である。 
 この研究会は、トヨタ生産システムの生みの親である大野耐一氏や、その愛弟子である鈴村
喜久男氏の直接の指導を受けながら、一業種一社が会員の業際集団として発展してきた。現在
では、正会員４０社、準会員９社から成り、その売上を総計すると約２兆５千億円にも達する。 
 トヨタ生産システムというのは、同業他社にとって模倣するのがきわめて難しい仕組みで有
名である。なぜなら、トヨタ生産システムは、一つひとつの工夫に還元できないトータルな仕
組みであり、「カンバン」や「あんどん」といった個々の要素だけを真似てもうまくいかないか
らである。しかも、その仕組みを支える思想の奥深くまで立ち入らなければ会得しえないとさ
れる。 
 ところが、NPS 研究会の会員企業は、トヨタ生産システムの本質的な部分についての模倣に
成功している。自動車とは異業種であるキッチンメーカーや食品メーカーが自らをトヨタと同
じ製造業だと考え模倣に成功している。当研究会を運営する代表は、「『あのやり方や使い方を
自分の会社でもやってみよう』と会社の規模を問わず、イノベーションを生み出している」と
いう。 
 第二のリサーチは、スタートアップ起業にかかわるものである。模倣に関する本研究で得ら
れた知見が他の実践者コミュニティでも成り立つかを確認するために、特定企業（KUMON）
の指導者コミュニティや起業家のコミュニティについてのインタビュー調査を行うことにした。
ものづくりの実践共同体と、起業に関わる実践共同体の比較により、すでに導いた仮説の妥当
性を高めると同時に、新しい視点を得ることが目的である。 
 経営学の領域における学術研究では、遠い世界からの模倣はアナロジー（類推）として研究
が進められてきており（Martins et al.[2015]; Gavetti and Rivkin, 2005）、事業創造における
プロセスにおいて、いつ、何を、どのように模倣するかを詳細に調べることでこの分野におけ
る研究に有益な知見が得られると考えられた。 
 
３．研究の方法 
 異業種からの模倣によってイノベーションを引き起こすメカニズムを解明するために、実際
に模倣が行われている NPS 会員起業の生産現場にフィールドワークを行った。近年トップジャ
ーナルでも評価の高い「過程追跡法」を「A Dual Methodology」と組み合わせることによって、
調査に伴うリスクを低減しつつ、適切な形で因果メカニズムを解明することができる。過去の
事例から現在の取り組みまで広範かつ継続的なインタビュー調査を行うことにした。 
 トップジャーナルとして名高い Academy of Management Journal では最優秀論文賞受賞論文
の約 50％が事例研究による（2000〜2013）。Administrative Science Quarterly の場合は、発
行後の５年間の影響力を評価して最優秀論文賞を決定しているが、受賞論文の約 70％を事例研
究が占めている（2000 年以降）。国際的な学会でインパクトのある研究をするためには、事例



研究が有効なのである。ただし、事例研究を行うにあたって、これらのジャーナルで認められ
た研究手法に基づく必要がある。本研究は、この点に十分に配慮して、現場のフィールドワー
クに基づき、模倣のプロセスをリアルタイムに追跡する調査するデザインを採用した。 
 主たる調査対象は NPS 研究会であるが、有効な仮説を導き、見いだされた論理の確かさを反
復実験の論理によって検証するために、他の模倣事例（KUMON、ベンチャー起業など）について
も調査していった。 
第一のリサーチ 
 NPS 研究会の調査は、二つの方法によって実施された。一つは、申請時の研究計画で明記し
たように、調査対象企業の過程追跡調査である。研究の初期に実地調査を行った企業のその後
の経過についてインタビュー調査を行うことにした。NPS 研究会からは、３年にわたる調査協
力をいただき、どのような条件があれば異業種企業にとって模倣可能になるのかを調査できた。 
 もう１つは、インタビューや観察で得られた知見を別の方法によって裏付けるために NPS ニ
ュースという団体の会員向けの定期刊行誌のテキストマイニングである。その時々に記録され
た文書を分析することで、「過去の振り返り」のインタビューでは得られない情報を集め、より
詳細に因果関係を解き明かすことができると考えられる。 
 なお、当初の計画では、観察やインタビューで導いた仮説をテキストマイニングによって検
証するつもりであったが、実質的に利用できるデータが当初想定していたよりも少なく、この
分析のみで詳細な仮説の検証は困難であることが判明した。それゆえ、変数を絞り、より少な
いサンプルでも検証できるような基本仮説のみを検証することにした。 
第二のリサーチ 
 他の模倣事例については、過程を継続的に観測するためにインタビュー調査を行った。調査
対象企業は、教育事業を行う KUMON、プロレス団体のドラゴンゲート、寝具メーカーのエムー
ル、デザイン企業の ziba tokyo、バイオベンチャーのコアティッシュエンジニアリング、AI
企業の HEROZ、メガネの製造小売である JINS など多岐にわたる。事業創造時にかかわるアイデ
ア発想は過去の振り返りのバイアスがかかりやすいので、それを避けるようにオープンエンド
で「問わず語り」を促すような形で複数回インタビューを行った。 
 
４．研究成果 
 研究成果は、(1)基本フレームワークの構築、(2)基本仮説の導出と検証、ならびに(3)新しい
仮説と調査課題の特定という３点に要約できる。 
 
(1)基本フレームワークの構築 
 まず、アナロジーの先行研究と「抽象と具体の往復運動」という視点を軸に基本フレームワ
ークを構築することができた。模倣によって学習を深めてイノベーションを引き起こすために
は抽象的な思考だけでも、具体的な事例だけでも不十分で、両者を何度も行き来する必要があ
ると言われる（楠木, 2015; 井上, 2017）。これを基本フレームワークとして定めた。 
 
(2)基本仮説の導出と検証 
 この枠組みをもとに、これまで収集したデータを再解釈し、(2) 基本仮説の導出を行った。
それは習熟度によって意識すべき点や意識させるべき点が異なるというものである。具体的に
は次のようなものである。 
 
 初心者に対しては抽象的な原理や思想を何度も伝え、基本精神を浸透させる。 
 中級者に対してはその原理を実現するための具体的なテクニックを伝授して、自社の向上

に結び付けられるように、具体的な手法として理解させる。 
 ベテランに対しては、何のためにトヨタ生産方式を自社に導入するのかを再び抽象的な言

葉で語り、原理や思想についての理解を深めて応用できるようにする。 
 
 これらの仮説の妥当性を確かめるために、ＮＰＳニュースという団体内の刊行物における指
導内容に注目した。指導する実践委員長のコメントをテキストデータ化して、その内容を言及
頻度分析によって解析した。抽象と具体をコード化し、その妥当性を関係者に確かめてもらい、
クロスチェックを行った。 
 その結果、NPS は抽象度に対応させて「経営思想」、「目的」ならびに「手段」という三つの
階層に整理し得ることがわかった。「経営思想」は、「教育」、「思想」、「理念」、「人材育成」、「も
のづくり」にかかわる。「目的」は「原価低減と収益の拡大」、「マーケット変化への即応」、「A+B+C」
などから構成される。「手段」は、「ジャストインタイム」、「自働化」、「見える化」、「流れ図」
などから構成される。 
  



 
 
 同一の実践委員長の任期内で比較する必要があったので、複雑な分析をするだけのデータ数
を得ることはできなかったが、上記の成熟度に応じた３つの基本的な仮説を検証することがで
きた。 
 抽象度が最も高い「経営思想」についていえば、入会して期間の短い（具体的には 10年未満）
会員企業に対しては、指導する立場にある実践委員は「経営思想」を徹底的に叩き込むような
言動が多く見られる。ものづくりについての考え方が習熟するにつれて、このような言動は減
少していく。さらに成熟すると（具体的には 20 年以上）、原点回帰すべきようなかたちで、「経
営思想」についての言及が増えていくことがわかった。縦軸に言及頻度、横軸に成熟度を置い
てその関係を示すと、Ｕ字型の曲線となる。統計的に有意であることから仮説は検証されたと
言える。 

 

 一方、具体度が最も高い「手段」につい
ては全く逆のパターンが見出された。すな
わち、入会して期間の短い（具体的には 10
年未満）会員企業に対しては、指導する立
場にある実践委員は「手段」に対するコメ
ントを控える傾向にある。しかし、ものづ
くりについての考え方への理解が深まる
につれて、「ジャストインタイム」、「自働
化」、「見える化」、「流れ図」など、具体的な「手段」についての言動が増加していく。そして、
さらに成熟すると（具体的には 20年以上）、具体的な「手段」についての言及は減っていく傾
向が読み取れた。縦軸に言及頻度、横軸に成熟度を置いて両者の関係性を描くと、逆Ｕ字型の
曲線となることがわかった。統計的に有意であることから、仮説は検証されたと言える。 

 

 なお、この調査は抽象と具体の往復運動を
測定するために行われたため、抽象度が最も
高い第一の階層（「経営思想」）と具体度が最
も高い第三の階層（「手段」）の比較によって
仮説が検証された。今後、目的と手段という
視点から、習熟度に応じたパターンを分析す
ることも可能であり、これらを体系化するこ
とで実践共同体における相互学習について
有益な示唆が得られると考えられる。 
 
 (3)新しい仮説と調査課題の特定 
 NPS 研究会の調査から、生産現場における改善活動において、具体と抽象の往復運動が遠い
世界からの模倣（アナロジー）を促すのに有効であると示された。本研究では、新事業の創造
においても具体と抽象の往復運動が有効であるかを確かめるために、NPS 研究会以外の模倣事
例のインタビュー調査を行った。大企業における新事業開発やスタートアップ企業におけるビ
ジネスモデル創造において、可能な範囲で過程追跡を行い、振り返りのバイアスを避けながら
そのプロセスを記録していった。 
 複数の事業創造プロセスに共通するステップを抽出して整理した結果、一つのサイクルを仮
説として提示できることがわかった。それが、具体と抽象の往復運動を発展させたアイディア
発想のプロセスで、「分析・発想・試作・検証」のサイクルである。 



 
 縦軸に「具体と抽象」を立て、横軸に「論理と思考」を据える。２軸を組み合わせると４つ
のステップから成り立つサイクルができる（図１） 
 まず、「抽象」かつ「論理」のセルに位置づけられるのが「分析」である。分析は、アイディ
ア発想の出発点となることが多い。 
次に、「抽象」かつ「思考」のセルに位置づけられるのが「発想」である。 
 分析によって問題が整理できれば、発想へと移行できる。何が重要かを吟味し、取り組むべ
き順序を考えて、着実な「飛躍」ができる。少しぐらい抽象的でもよいので仮説を導き、検証
に備えよう。思い込みや先入観にとらわれないようにして、アイディアを生み出すべきである。 
さらに、「具体」かつ「思考」のセルに位置づけられるのが「試作」である。 
 発想によって概念的な仮説が頭に浮かんだら、それを形にする。学問の世界であれば仮説を
言葉にすればよいが、実務の世界だとプロトタイプを作る必要があったりもする。手間暇もか
かるので最初からコストや時間を目いっぱいかけて完成品を作る必要はない。顧客に見せて、
フィードバック情報をもらうために形にしていくことが大切だと考えられる。 
最後に、「具体」かつ「論理」のセルに位置づけられるのが「検証」である。 
 試作品があれば、それを実際に市場に問いかけられる。ウェブサイトであれ、製品であれ、
ポイントを絞って自分が立てた仮説を確かめることができる。検証結果は、再び分析にかけて
次のサイクルの起点とする。「分析・発想・試作・検証」を繰り返し、アイディアは洗練されて
いく。 
 以上の研究の学術的貢献は二つある。学習についての先行研究によれば、日本人は、模範を
みせて倣わせるという学び方に長けているとされる（東, 1994; 辻本,1999）。また、日本の多
くのプロフェッショナルにおいて、実践共同体的な集団学習が観察されている（金井・楠見, 
2012）。しかしながら、異業種から相互に集団として学び合うという形態は日本独特であるため
か、先行研究はほとんど見られない。この形態は、日本企業の特質を活かしたイノベーション
についての知見を得るための糸口となると同時に、イノベーション研究の新しいフロンティア
を開拓しうる可能性を秘めている。 
 そしてもう一つは、一つはイノベーション研究に対する貢献である。遠い世界からの模倣が
創造性に結びつき得ること、そしてそれをうまくいかせるための鍵が具体と抽象の往復運動で
ある可能性を実証的に検討できた点である。 
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